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●
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○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

Ü

Ü

各団体は人権に関する、専門性の高いエキスパート、市民連合
組織であり、その経験と能力は高い。
市民から寄せられる人権問題の解決に関しても、行政のみだけ
では行う事が出来ない当事者へのケアを含めて行うことができ
る。また、人権啓発についても共同して行っており事業効果が
高い。

Ü

担当部課

作成者氏名

3

市民部　人権多文化共生推進室 0826

○

Ü

（42）5630

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

各団体の財源の効率的使用を指導している。

人権尊重のまち「人 輝く・安芸高田」を実現させるためには、
人権問題を社会全体の問題として捉える必要がある。そのため
には、行政はもとより、ひとりひとりの市民や地域や、学校、
企業、NPO団体などとお互いに協働し啓発に取り組むことが重
要である。本事業は、その活動を支援するために行っている。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）
チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、

「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

4.00

野川　栄治

チェック

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
北森一平

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

0.15

7,432

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

7,432

社会福祉費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人権推進事業費

人権推進費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

民生費

227

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

③

年度

年度

H28

1,592,000.00

年度

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

第2次補助金整理合理化プランに基づいて各団体に通知・協議を
行った。

解決できていない課題

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

年度

目標値
（目標年度）

年度

（補助金総額）6,210千円÷（交
付団体総数）4団体

24年度 25年度

1,923,000.00 1,552,000.00

1,592,000.00 1,592,000.00

26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

一般財源等

時間外勤務手当

－

－

3.00

－

24年度

－

合計

人

指　標　名　等

7,138

必要人員

7,138

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

活動支援団体数

－

実績値

計画値

単位

コ ス ト

一般財源等合計

59.00

25年度

3.00

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

－

100.00% －

計画値

－

計画値

実績値 －

－

1,592,000.00

年度

3.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

H28

0.15

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

4.00

77.00 千円

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

4.00

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

人権啓発推進団体

自主活動の活性化を図る

実績値

0.15

5,803一般財源等

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

人権啓発推進団体活動支援事業

3 平成

主要施策

施　 策 推進体制の整備

26年度

直接事業費 5,804

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

コスト（千円）

人権啓発活動団体や女性団体への活動費の一部補助を行う。
各団体の活動内容
①市民を対象した人権啓発活動②市民を対象とした学習会、人権講演会の開催。③人権擁護に係る啓発活動（人権の花運動
など）④会員を対象とした研修活動など

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

団体

単位

コ ス ト

計画値

単位

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

指標化できない成果

計画値

1,334

計画値

実績値

対　前　年　比

5,780

実績値

－

指　標　名

１団体あたりのコスト

1,652

○

○

×

Ü

○

×

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

財源（千円）

人件費

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

各団体で市民で構成されているため、市民参加の度合いは強い。事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

4団体　4000千円　145千円
1700千円　70千円

市
民
参
画

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

平成 16

人権推進費

一般会計28

受益者負担を検証している

3

1

1

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

5,803

5,803

コスト（千円）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目
的やその数値
目標である成
果指標などに
留意しながら
有効性の評価
を行って下さ
い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ
ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

227 市民部 人権多文化共生推進室（人権啓発推進団体活動支援事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

2,926

2,545

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,804

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた51

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

2,730

○

○

○

○

○

合計

Ü

Ü

○

○

×

○

○

○

Ü

○

○

○

Ü

5,534

利用者実数値。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

回
人権会館利用回数

指標化できない成果

計画値

実績値
日あたり施設利用者数

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,645

人件費 51

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（吉田）

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○啓発対象市民及び施設利用者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

2,238

○会館運営は、地域の福祉・教養文化・交流施設として、利用を促進し市民生活の向上を図る。
○同和問題をはじめとしたあらゆる人権課題解決の事業や、啓発活動により人権意識向上を図る。
○事業効果を高める企画運営について、調査研究、協議する。

○他の機関と連携して、館の管理・運営・活動について協議し、企画・執行する。
○施設の維持管理・修繕を行い、施設の安全快適利用を確保し、年間359日(9:00～22:00)の利用を維持する。
○行政・各種団体へ利用の誘致・調整や、夜間・休日管理委託を行って利用拡大など、目的達成の施設管理を行う。
〇教養文化活動等地域住民の交流の場として広く利用していただく。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,041 2,553

43

実績値

0.35

2,804

3,245一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

359.00 年末年始を除き、利用可能にす
る。
年間３５９日（9:00～22:00）

年度

5,000.00

H27

人

千円17.00

H27359.00

0.30

単位当たりコスト①

500.00

－

－

500.00

14.00

施設の延べ利用回数（年間）計画値

実績値

500.00500.00

425.00 409.00

－

105.47% －

604.78

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

5,571,000

合計

17.00

25年度

4,185.00

2,584,000

－

359.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,531,000

4,414.00

館の開館日数
359.00

館の延べ利用者数

－

実績値

計画値

100.00%

－

585.41

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

33.00

合計

人

指　標　名　等

2,983

必要人員

5,571 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

5,187,000

14,448.4715,518.11

359.00

359.00

5,000.00

－

11.66 12.30

14.00 14.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

利用者数／利用可能日数（359
日）

14.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

5,845

5,000.00

H27 年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○会館設備の修繕をしながら、施設の機能向上と安全快適施設の維
持を行っている。

解決できていない課題

○館だより等で広報し、館の一層の利用促進を行う。
○専用駐車場の整備。

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

228

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.35

3,241

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
中田　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

○主催人権講座、研修会・交流会などが定着し、福祉・啓発団
体等利用者の自主講座・研修会の開催も行われている。
○小規模施設の利点を生かして、相談者が来館しやすい環境づ
くりをめざしている。
○駐車場のスペースの関係で、研修会や文化祭開催時の駐車場
の確保が課題である。（駐車場を借りる機関の行事との調整が
必要である。）

○人権啓発事業を始め、地域文化福祉向上・交流事業、総合相
談所開設事業など、多機能な運営で目的事業の効率を高めてい
る。

○人権啓発、相談事業を始めとして、地域福祉等に関する総合
的な事業、同和問題をはじめ様々な人権問題に対する理解を深
める事業を行う。
○地域づくりの拠点施設として総合的な活動を行う。

○館の利用計画を策定するにあたり、定期利用団体と連携協議
を行っている。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

5,000.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

228 吉田人権会館（人権会館管理運営事業（吉田））.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

利用者による会場使用後の清掃をお願いしている。
センターで行われる活動を「人権カレンダー」に掲載してい
る。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

9,000.00

野川　栄治

チェック

築１０年で、比較的新しい施設でもあるが、使いやすいとの高
評価を得ている。

施設の使用や利用者のニーズを理解し、効率よく利用していた
だくためには、日々の地道な清掃等の管理が必要である。
トイレの入り口には｢節電にご協力ください｣との貼紙をした
り、電気の消し忘れがあった利用者には、以降気をつけてもら
うよう注意を促している。

乳幼児の利用もあり、特定の部屋だけでなく、全館にわたって
安全性のチェックが必要である。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.35

2,600

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

229

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

4,001

9,000.00

H27 年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

予約のあった日÷開館日数70.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

358.00

9,000.00

－

66.55 75.98

100.00 70.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,100,000

7,167.248,637.87

293.00

計画値

コ ス ト

計画値

2.70

合計

人

指　標　名　等

3,440

必要人員

4,841

97.34%

－

17.59

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

利用日数
358.00

利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,600,000

11,941.00

一般財源等

2,600,000

合計

25年度

8,967.00

210,000

－

358.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

133.17% －

289.95

計画値

－

計画値

実績値

26.0025.00

25.04 33.35

廊下等で行うパネル展示の閲覧者は、カウントできていない部分もある。

26.00

－

－

年間利用者数÷開館日数

人

千円

H27301.00

0.35

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

利用申し込みのあった日数
（計画値は休館日を除いた全日
数）

年度

9,000.00

H27実績値

2,787

2,700一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,401

○地域の福祉交流施設として、利用の促進や啓発活動により、利用者の交流と人権意識の向上を目指す。

○施設の維持管理・修繕を直接ないし業務委託にて行ない、施設を快適に利用してもらう。
○行政または各種団体等の利用の誘致･調整を行ない、利用拡大などのねらい、施設管理を行なう。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,214 1,401

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

管内市民及び市職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権福祉センター管理運営事業（八千代）

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,528

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

人
１日あたり利用者数

指標化できない成果

計画値

実績値
施設利用率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

4,101

八千代図書館への来館者を含む
（計画値は館内住民４２００名が
２回利用するとした数）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

×

Ü

Ü

○

○

○

○

○

○

Ü

○

合計

Ü

Ü

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

1,314

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

3,313

1,401

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,787

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

229 八千代人権福祉センター（人権福祉センター管理運営事業(八千代)）.xls



月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

Ü

×

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

7,000.00

野川　栄治

チェック

会館の適正な維持管理に心がける。

会館を適正に維持管理することで、修繕箇所を少なくしも素早
い対応により、経費節減に繋げるように留意している。
利用者数が増えれば、自然と維持経費が増となる。財政負担の
軽減のため、受益者負担を考える時期である。
しかし、基本は、利用者してもらうことで、啓発の一環となっ
ていることも事実であり、単純な受益者負担の導入には慎重に
行う必要がある。

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
市民のニーズにより、内容を検討しながら、予算化し対応して
いるが、全ての要望には限界もあるため、内容を検討し慎重に
行う必要がある。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.30

3,275

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

230

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

5,094

7,000.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

コスト／稼働日数３６０日ー

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

－

7,000.00

－

15,869.00 13,994.00

－ －

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,864,790.00

計画値

コ ス ト

計画値

68.00

合計

人

指　標　名　等

3,889

必要人員

5,864

80.93%

－

280.98

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

館の維持
－

館の管理・利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,172,888

7,734.00

一般財源等合計

62.00

25年度

8,579.00

2,173,062

－

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

×

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

Ü

－

90.15% －

253.28

計画値

－

計画値

実績値 －

－

－

人

千円

H273,540,043.00

0.30

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

ー 会館維持経費

年度

7,000.00

H27実績値

0.30

2,418

3,357一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,838

人権活動の拠点として、市民の学習・交流の機会と場所の提供を行う為、快適に利用してもらう環境を作る。

会館を開放し、いつでも市民が快適に利用できる環境をつくる。開館時間は、８時３０分から２２時まで。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,644 1,819

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

施設利用市民・担当職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（高宮）

4

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 3,316

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

円

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

円

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
館のコスト

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

5,195

コスト／利用者数
開館日数３６０日（年末年始を除
き利用可能にする）

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

×

○

○

○

Ü

○

×

○

○

○

○

○

×

○

○

○

合計

Ü

×

×

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

2,777

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,548

1,975

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,450

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

230 たかみや人権会館（人権会館管理運営事業(高宮)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

人権啓発事業について、人権団体・ＮＰＯ法人・世界人権宣言
甲田町実行委員会と連携・協議を行っている。
講演会等において、参加者アンケートを回収し事業計画に反映
している。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

8,000.00

野川　栄治

チェック

人権講座、教養文化教室等の定着により、施設の機能性・利便
性が理解され、参加者の口コミにより福祉・文化団体の利用が
増えている。
施設の利点を生かして、関係機関の相談会に利用されている。

人権啓発事業・地域福祉文化事業・総合相談事業等、多目的事
業の効率を有機的に高めている。
近隣に公民館、福祉施設、文化センターがある中、当館は機能
性と利便性が高く小グループの利用効率が高い。
利用者に「みなし差別」意識があり館の利用を敬遠する風潮が
あったが改善傾向にある。
全室空調から各室単独空調に切り替えたので、利用の仕方を徹
底する。

館の目的である人権問題の解決と住民交流の拠点施設として、
啓発事業の取り組みや館の利用促進を行う。
地域住民の生活課題に対応するため、総合相談を担当する人権
相談員を配置している。
広く市民が利用できるよう運営し、施設の維持管理を行い快適
に利用できる状態を確保する。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.25

1,078

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

231

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

屋根の改修、外壁の改修、トイレの改修（屋根の改修は平成26年度国県
補助事業により改修計画）

③

H27

3,948

8,000.00

H27 年度

H27 年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

利用者数7,713人/利用可能日数
３５９日

10.00

－

H27 年度－

1.00

1.00

100.00%

56.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

誘導灯電池取り換え　ガラス窓修
理

延べ利用回数/４７６　利用可能
日数３５９

保守点検回数/年
　　昇降機５回
　　　清掃３７回
　　空調機１回
　事務機器１０回
　消防機器２回

目標値
（目標年度）

3.00

35,428.38

55.00

24年度 25年度

56.00

55.00

1,540,125

2.00

28,002.27

243.00

8,000.00

1.00

－

20.00 21.00

10.00 10.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,408,137

8,756.869,264.84

275.00

計画値

コ ス ト

計画値

44.00

合計

人

指　標　名　等

1,642

必要人員

4,531

97.52%

－

312.22

回 実績値

単位当たりコスト③

実績値
館の維持管理

対　前　年　比

回

会館利用日数
243.00

館の利用者数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 2,612,684

7,713.00

一般財源等

2,612,684

合計

12.00

25年度

7,474.00

2,408,137

－

243.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

－

103.20% －

349.57

56.0056.00

計画値

－

計画値

実績値

100.00100.00

78.55 76.60

近隣に公民館、福祉施設、文化センターの施設がある中、利用者は増えている。当館は小規模
施設でもバリアーフリー、ＥＶ完備の特徴を持つ多機能・多目的施設として利用率を高める。

100.00

1.20

1.00 1.00

－

－

100.00

10.00

利用日数２７５日/開館日数３５
９日

1.00

人

千円

H27282.00

o.25

単位当たりコスト①

1,948,561

1.00

26年度

人

千円

243.00 会館利用日数日
　開館時間８：３０～１７：１５
　夜間１７：１５～２２：００

年度

8,000.00

H27

19

実績値

2,462

3,339一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

17,409

会館運営は、住民交流の拠点として利用を促進し住民の生活・文化の向上を図る。
人権啓発事業・福祉・教養文化事業を通じて市民交流を促進し、相互関係を深め、人権の尊重と人権意識の向上を図る。

隣保事業（社会調査研究・相談・啓発広報・地域交流・福祉事業）の企画・運営・執行。
施設の維持管理・修繕を行い快適に利用できる状態を確保する。
開館時間8：30～17：１５　夜間利用17：１５～22：00　休館日土・日・祝日・年末年始　　使用料有

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,344 2,870

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

甲田地域住民及び施設利用者並びに職員

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

人権会館管理運営事業（甲田）

7 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,052

人件費

活
動
・
結
果
指
標

館の維持修繕箇所
単位

単位

人

単位

日

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

人

単位

％
館の利用率

指標化できない成果

計画値

実績値
日当たりの施設利用者数

指　標　名

1.32 －
館の利用回数

単位 計画値 1.00

回 実績値

26年度

×

20,748

　団体　利用回数４７６回
　　　　利用者数7,713人
　夜間利用時間
　　　　１７：１５～２２：００

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

×

○

○

○

×

○

○

○

○

Ü

○

○

○

合計

Ü

○

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

18,286

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

2,479

2,870

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,604

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

231 甲田人権会館（人権会館管理運営事業(甲田)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

3

1

1

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

1,203

1,203

コスト（千円）

市民への情報提供を行っている

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

○

平成 16

人権推進費

一般会計28

受益者負担を検証している

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

美土里教育集会所利用者数

市
民
参
画

○

○

○

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である

専門性をもった人材を活用できている

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

目標年度に目標を達成できそうである

○

○

○

○

○

○

合計

○

Ü

財源（千円）

人件費

×

○

○

○

○

Ü

1,430

実績値

－

指　標　名

1,239

計画値

実績値

対　前　年　比

コスト

　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

1,334

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

コ ス ト

計画値

単位

コスト（千円）

美土里教育集会所（※管理根拠法令：安芸高田市人権会館及び設置条例及び規則）
準基幹集会所4ヵ所（春日中央集会所／市ケ原集会所／福田集会所／竹貞集会所）
共同墓地8か所（吉田中束共同墓地／吉田太郎丸共同墓地／吉田青山共同墓地／吉田宮之城共同墓地／吉田内堀外堀共同墓地／八千代町土師共
同墓地／八千代町上谷共同墓地／八千代町新宮共同墓地　※管理根拠法令：安芸高田市共同墓地条例及び規則）の維持管理を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等

コスト（千円）

国県補助金等国県補助金等

財源（千円）

直接事業費

26年度

直接事業費 2,588

人件費

24年度 25年度

人件費 受益者負担受益者負担

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

関係施設管理運営事業

3 平成

主要施策

施　 策 推進体制の整備

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

施設利用をする市民のために。

施設を良好に管理し、利用者の利便性を高める。

実績値

0.15

1,203一般財源等

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

2,000.00

0.15

単位当たりコスト①

千円

人

今後の計画値
（計画年度）

2,000.00

77.00 千円

年度

1,434.00

単位当たりコスト②

対　前　年　比

コ ス ト

－

－

計画値

実績値

－

95.60% －

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

一般財源等合計

44.00

25年度

1,500.00

－

施設利用者数

－

実績値

計画値

単位

コ ス ト

－

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

24年度

－

合計

人

指　標　名　等

3,922

必要人員

3,922 一般財源等

時間外勤務手当

－

－

2,000.00

－

24年度 25年度 26年度
備 考

（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する

－

－
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

優先的に継続する

解決できていない課題

年度

年度

年度

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

232

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

人権推進事業費

人権推進費

中事業

主な
関連

予算・
事業名

大事業

民生費

社会福祉費 緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

内　　　容

項

目

1

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

0.15

2,669

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

2,669

款

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている6

電話
北森一平

市民のニーズを的確に把握している

妥
当
性

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

2,000.00

野川　栄治

チェック

単位あたりコストを削減することはできない

国や県と重複のない事務事業である

人権啓発及び地域のコミュニティセンターとしての施設の有効
活用を図る。事業費の大部分が維持にかかるラニングコストの
みとなっている。

美土里協育集会所は近隣に地区集会所がないため、人権会館と
しての位置づけとともに、地区集会所としても利活用が行われ
ている。
準基幹集会所については、同和地区にある地域のコミュニティ
施設としての利用がされており、建設された事業の経過から市
が保有・管理を行っている。共同墓地については、地区関係者
の人としての尊厳を守るため私有地に墓地を整備してきたとい
う経緯があり市が管理している。

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

備考欄（留意事項）

美土里教育集会所は人権会館として位置付けられ、相談事業を
行っている。また、相談事業をはじめ地域の集会や文化活動、
小j人数の研修会場として活用している。

○

担当部課

作成者氏名

3

市民部　人権多文化共生推進室 0826

○

○

（42）5630

○

○市民のニーズが適正に反映されている

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

○

市以外が実施主体になりえない事務事業である

○

○

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

232 市民部 人権多文化共生推進室（関係施設管理運営事業）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○事業計画時に構成員から意見を聴いている。
○啓発冊子の配布や講演会等の開催案内をしている。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

600.00

野川　栄治

チェック

○人権啓発団体は町内の事業所や各種団体で構成されているこ
とから、市民以外への啓発を行うための重要な組織である。
○研修会への参加も定着してきているが。
○一方、研修会参加者が固定化しつつあるため、研修会の内容
等を工夫していく必要がある。

○毎年事業計画を策定時に、効率的で効果的な事業を検討して
いる。

○企業・事業所、各種団体で人権意識向上・浸透を図ることを
目的とした啓発団体を組織し、会員を対象とした研修会の開催
や団体主催の催しを開催している。
○事務的補助や会員への人権啓発情報の提供を行っている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
中田　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.05

1,610

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

233

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○研修会で、企業や団体にとって有益で、活用しやすいテーマを取
り上げている。

解決できていない課題

○研修会参加率の向上。

③

1,910

700.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

町民会議団体研修会参加率
参加数／会員数（40/77）

60.00

－

年度－ 優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

24年度 25年度

700.00

－

41.00 51.94

60.00 60.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

計画値

コ ス ト

計画値

5.00

合計

人

指　標　名　等

1,047

必要人員

1,928

－

263.62

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

人権啓発行事・研修会案内
数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 100,000

569.00

一般財源等合計

2.00

25年度

550.00

150,000

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

Ü

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

Ü

－

103.45% －

181.82

計画値

－

計画値

実績値 －

－

60.00

人

千円2.00

0.05

単位当たりコスト①

26年度

人

千円

年度

600.00

H27実績値

0.05

400

1,533一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

287

○企業・事業所、各種団体への人権研修情報提供や啓発団体の支援を行い、情報を活用し、啓発行事参加や人権研修の取り
組み。
○行政と啓発団体の連携・活動支援により幅の広い啓発活動を行う。

○広報紙や啓発行事案内を送付して、啓発行事に参加を促すと共に、人権問題に関心を高めてもらう。
○人権啓発団体構成員(各種団体)の人権意識向上の浸透と、団体による市民啓発活動が有効活発になるよう支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,510 300

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館費管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○企業・各種団体・人権啓発団体・相談担当団体。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（吉田）

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,510

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
啓発団体自主研修参加率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

1,820

人権啓発月間・週間の啓発(フェ
スタ・講演会・パネル展・文化
祭・他)諸行事。人権講座・研修
会等(人権大学・男女共同参画他)
の案内

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

×

×

○

Ü

○

○

○

○

○

合計

Ü

○

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,420

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

418

881

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

400

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

233 吉田人権会館（団体育成事業（吉田））.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

828

272

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

796

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

Ü

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

74

○

○

○

○

Ü

合計

○

Ü

○

○

○

Ü

○

Ü

Ü

Ü

○

Ü

×

870

町内各種団体への文書発送回数
(行事の開催案内、標語提出依
頼、発表者推薦依頼等)

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

単位

指標化できない成果

計画値

実績値

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

回

単位

回

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 86

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（八千代）

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

各種市民団体

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

272

○関係団体の運営を支援することにより、啓発活動の機会を提供し、会員相互の交流と人権問題への関心を高め、人権意識
の向上を図り、団体の活動が有効活発になるよう努める。

○心᎓ᅛ（12月）にƓƚる各種団体との協力及び参加Ü町内各ܖ栉、人権ઢᜱ委員、市民会議八千代町支部

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等70 272

実績値

0.10

796

598一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

3.00 人権標語選考委員会はもとより民
生児童委員定例会、老人クラブ定
例会、振興会会議などを実施。会
議の中で講演会の案内・標語の応
募依頼等行った。

年度

15.00

H27

人

千円

H271.00

0.10

単位当たりコスト①

－

－

計画値

実績値

－

133.33% －

12,666.67

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

Ü

Ü

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等

15,000

合計

25年度

15.00

200,000

－

3.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 190,000

20.00

会議開催回数
1.00

団体代表者との連絡回数

－

実績値

計画値

1000.00%

－

10,000.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

0.70

合計

人

指　標　名　等

642

必要人員

914 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

20,000

2,000.0015,000.00

10.00

3.00

15.00

－－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

866

15.00

年度

年度

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

234

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

594

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

人権施策を推進する上で各種団体との連絡、調整、協議は不可
欠である。
そのことを通じて各団体を構成する方々にも人権意識が定着し
ていくものと考える。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

15.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

234 八千代人権福祉センター（団体育成事業(八千代)）.xls



年 月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

425

391

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

408

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

120

○

○

○

○

○

合計

○

○

Ü

○

Ü

Ü

○

○

○

○

Ü

○

508

世界人権宣言記念大会の開催、参
加人数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
講座参加率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 120

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（高宮）

4

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

世界人権宣言高宮実行委員会（構成機関：２８団体）

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

367

団体の運営を支持する事により、啓発活動の機会を提供し、会員相互の交流と人権問題の意識を高め、人権意識の高揚を図
る。

１２月の人権週間に大会を開催し人権意識の高揚を図る。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等120 364

実績値

0.05

388

141一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

100.00

H27

人

千円

0.05

単位当たりコスト①

－

－

100.00

計画値

実績値

－

100.00% －

7,108.46

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ×

○

一般財源等合計

10.00

25年度

70.00

503,882

－

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 497,592

70.00
人権講座の参加者数

－

実績値

計画値

－

7,198.31

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

11.00

合計

人

指　標　名　等

154

必要人員

545 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

100.00

－

70.00 70.00

100.00 100.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

参加人数／計画人数100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

528

100.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

235

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.05

164

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

毎年の事業報告内容の確認と検討。
文芸賞の公募数が減少している。また、内容的にも過去と比較
して、反省点が多い。しかし、今年度は、前年度に比較して内
容的に評価が高く、これをステップに来年度も取り組みたい。

人権意識向上のために団体育成。
啓発の推進のためには、団体との連携は必要不可欠であり、連
携することで、お互い助け合い、効果的な事業効果が生まれ
る。

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
団体の育成は、人権啓発推進を進めていくうえで、重要な役割
を持っている。連携していくことで、「人輝く　安芸高田」に
近づくように努力する。

Ü

×

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

100.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

235 たかみや人権開館（団体育成事業(高宮)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

1,239

717

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,204

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

624

○

○

○

○

○

合計

○

○

○

○

○

○

○

×

×

Ü

○

Ü

×

1,855

人権講演会、人権講座、参加人数
７７６人×20％

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

団体
人権啓発団体利用団体数

指標化できない成果

計画値

実績値
人権啓発団体参加率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

人

単位

部

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 637

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

団体育成事業（甲田）

7 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

事業所・各種団体・人権啓発団体

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

755

関係団体への情報提供を行い、啓発活動の機会や研修の場を提供し、会員相互の交流と人権問題の関心を高め、人権意識の
向上と団体の活動が有効活発になるよう支援を行う。
団体の事業誘致を行い館利用の促進を図る。

啓発事業の運営及び共同開催。
広報紙や啓発行事の案内を送付して参加を促す共に人権問題に関心を高めてもらう。
団体による市民啓発活動が活発になるよう支援する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等564 717

実績値

1,231

1,100一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

250.00 人権講演会、人権講座等３３人×
８回＝２３１部　会館だより３３
人×２回=６６部

年度

150.00

H27

人

千円

H27297.00

0.10

単位当たりコスト①

関係団体の構成員は任意加入なので人権啓発行事を個別に案内したり、行事の運営を依頼した
りしながら活動が広がるよう工夫している。参加団体の組織力を有効に活用する。

5.00

－

－

5.00

60.00

人権関係団体館利用団体数計画値

実績値

5.005.00

6.00 6.00

－

116.54% －

10,068.34

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

552,900

合計

9.00

25年度

133.00

1,232,600

－

250.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,339,089

155.00

団体構成員広報紙・人権行
事案内数

250.00

団体構成員人権啓発行事参
加人数

－

実績値

計画値

111.11%

－

7,952.26

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

22.00

合計

人

指　標　名　等

1,159

必要人員

1,876 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

535,400

1,622.421,861.62

330.00

250.00

150.00

－

54.50 54.50

60.00 60.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

世界人権宣言甲田町実行委員会参
加団体数１８/構成団体数３３

60.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

1,768

150.00

H27 年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

236

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.10

1,051

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

各種団体と連携して事業を推進することは人権啓発の有効性を
高め、構成員の自己啓発とし効果が高い。

団体補助金の効率的活用を行うため、団体と共同事業を開催す
る。
人権啓発行事の情報を提供する。

人権啓発関係団体の加入構成員は任意なので活動を支援する必
要がある。
構成員の個人力・組織力を活用することで広く啓発活動を行う
ことができる。
団体と行政が連携することで市民啓発の効果が期待できる。

人権啓発事業について、人権団体・ＮＰＯ法人・世界人権宣言
甲田町実行委員会と連携・協議を行っている。
講演会等において、参加者アンケートを回収し事業計画に反映
している。

Ü

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

150.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

236 甲田人権会館（団体育成事業(甲田)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

○相談会の開催について、広報紙やお太助フォンにより情報提
供している。

×

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

350.00

野川　栄治

チェック

○総合相談会では、民生児童委員・行政相談委員・人権擁護委
員・人権相談員が相談にあたっており、それぞれ専門の分野の
知識や情報を有効に活用できている。
○相談員は、相談者が相談しやすい応対を心がけている。
○研修会を開催するなど、相談員の資質向上に向けた取り組み
を続ける。

○専門性の増す行政・関係機関と地域や市民をつなぐパイプ役
をする総合窓口となっている。
○行政の各部門や関係機関との連携・ネットワークづくりが必
要である。

○進行する高齢化や不安定就労者の増加という社会状況のな
か、市民が日常生活で抱えている不安や問題も多く、相談内容
も多岐にわたっている。
○誰もが安心して生活するためには、相談事業はますます重要
なものとなる。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
中田　義和

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.15

1,924

0826
（42）2826

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

吉田人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

吉田人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

238

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容

○相談員協議会を結成し、相談業務に必要な知識の習得や相談員と
しての資質向上に向けた研修会を開催している。

解決できていない課題

○相談案件を共有するための関係機関とのネットワークづくりを進め
る。

③

3,790

350.00

H27 年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

相談協研修会２回の会員参加率
（会員のみ）参加人数35／相談
員数46（延べ）

80.00

－

H27 年度－

107.14%

70.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

総合相談会を担当する各委員や所
属機関を中心に、年二回研修会を
開催。会員３５人、その他４０人
（延べ）

目標値
（目標年度）

7,200.00

70.00

24年度 25年度

60.00

75.00

497,000

6,626.67

30.00

350.00

－

79.17 76.10

80.00 80.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

738,000

20,500.0043,823.53

36.00

計画値

コ ス ト

計画値

14.00

合計

人

指　標　名　等

2,091

必要人員

3,849

211.76%

－

3,633.26

実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修への参加者数

対　前　年　比

人

総合相談会受付件数
30.00

巡回相談受付件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,640,000

439.00

一般財源等

745,000

合計

7.00

25年度

291.00

1,595,000

－

30.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

×

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

×

－

150.86% －

5,635.74

70.0070.00

計画値

－

計画値

実績値

300.00300.00

308.00 475.00

300.00

－

－

300.00

80.00

巡回・相談会の合計数。

人

千円7.00

H2717.00

0.15

単位当たりコスト①

504,000

26年度

人

千円

30.00 月二回、民生児童委員・行政相談
委員・人権擁護委員・人権相談員
で総合相談会を開設。

年度

350.00

H27実績値

0.15

1,202

2,055一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,765

○相談しやすい各種相談会の実施と、相談担当者の資質向上研修を行い、相談の適正指導を行うことで、早期解決を目指
す。

○悩みを持つ市民に、専門の相談員複数により定期総合相談を開催し、専門性を発揮して助言や、悩みを取り除く。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,588 1,866

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

○悩みをもつ市民。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（吉田）

3 平成

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,595

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

件
相談全体受付件数

指標化できない成果

計画値

実績値
研修会参加率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

○

3,820

人権相談員の訪問等相談受付件
数。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

○

○

Ü

○

○

○

○

○

○

○

合計

×

Ü

○

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている Ü

2,618

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,254

1,758

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,202

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
3

28 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

238 吉田人権会館（総合相談事業（吉田））.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

平成 16

施　 策 推進体制の整備
4

27 3

1,657

622

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

1,593

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

Ü

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

1,120

○

○

○

○

○

合計

○

×

○

○

○

Ü

○

Ü

×

×

Ü

○

×

2,713

指導員による訪問相談回数。

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
相談対処率

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 1,023

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（八千代）

3 平成

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

悩みを持つ市民・相談を受ける担当者

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

622

相談しやすい各種相談会の実施と、相談担当者の資質向上を行ない、相談内容に対して適正な指導を行なうことで、悩み事
の早期解決を目指す。

○来館が難しい市民に対して出向いての対応や、来館相談者に対して職員が対応する。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等1,050 622

実績値

0.20

1,593

2,091一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

年度

100.00

H27

人

千円

H27135.00

0.20

単位当たりコスト①

相談を受けて、その場で解決するもの、行政の他事業にあてはめて徐々に解決していくもの、本人の目の
前で県（消費者センター等）や国（法務局等）に相談するもの、また相談者の思い通りにいかないものな
ど、当館に対する相談者の満足度は多様である。

－

－

100.00

計画値

実績値

－

91.95% －

5,747.13

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

○

○

Ü

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した Ü

Ü

一般財源等

500,000

合計

25年度

87.00

500,000

－

150.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 500,000

80.00

一般相談
150.00

巡回相談

－

実績値

計画値

122.22%

－

6,250.00

実績値

単位当たりコスト③

実績値

対　前　年　比

計画値

コ ス ト

計画値

1.30

合計

人

指　標　名　等

2,058

必要人員

2,680 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

500,000

3,030.303,703.70

165.00

150.00

100.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

24年度 25年度

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

目標値
（目標年度）

年度

（相談総数ー長期相談件数）÷相
談総数

100.00

－

年度－ 継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

2,643

100.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

239

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

八千代人権福祉センター担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.20

2,021

0826
（52）7500

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

八千代人権福祉センター

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
道沖義輝

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

市役所の窓口に行きにくいと感じる相談者でも来館することが
できる気楽さを目指す。
相談件数が多ければ良いというものではない。

相談内容が多岐にわたり、受ける側の資質向上が必要不可欠で
ある。
また、関係各部署との連携を密にとる。

相談者が気軽に来館できる雰囲気づくりに気をつける。
同和問題に対する正しい認識と理解が必要。

Ü

×

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

100.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

239 八千代人権福祉センター（総合相談事業(八千代)）.xls



年 月 ～ 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 61

施　 策 推進体制の整備
5

27 3

2,548

2,348

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

2,450

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

×

○

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

3,164

○

○

○

○

○

合計

×

Ü

○

○

×

Ü

○

×

×

Ü

×

×

×

5,500

巡回対象地域戸数

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度
　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
対処率

活
動
・
結
果
指
標

相談事業（延長窓口）
単位

単位

戸

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,990

人件費

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（高宮）

4

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

各種問題の悩みを持つ市民

コスト コスト（千円） コスト（千円）

一般会計

2,205

悩みを聞いて、それの解決方法の助言や悩みを取り除く

地域住民に対して、生活上の相談、人権に関わる相談に応じ適切な助言指導を行う。
職員・相談員の資質向上のための各種研修（相談員連絡会）

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等3,013 2,183

実績値

2,336

3,295一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

26年度

人

千円

350.00 訪問窓口活動を通じて行う相談件
数

年度

50.00

H27

24.00

人

千円

H27361.00

0.30

単位当たりコスト①

278,600

24.00

－

－

100.00

計画値

実績値

－

100.00% －

24,797.00

15.0015.00

計画値

－

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

一般財源等

3,829,967

合計

60.00

25年度

48.00

1,186,264

－

350.00

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 1,190,256

48.00

一般相談件数
350.00

巡回相談世帯数

－

実績値

計画値

64.82%

－

24,713.83

件 実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修回数

対　前　年　比

回

計画値

コ ス ト

計画値

68.00

合計

人

指　標　名　等

3,190

必要人員

5,538 一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

3,817,991

16,316.2010,609.33

234.00

350.00

50.00

24.00

－

99.40 99.40

100.00 100.00

－

0.00

18,573.33

15.00

24年度 25年度

15.00

14.00

280,500

0.00

20,035.71

93.33%

15.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

毎月第２・第４火曜日延長窓口相
談日、事前申込み制実施

相談員連絡会・全隣協中国ブロッ
ク研修会・広島県隣保館連絡協議
会研修会

目標値
（目標年度）

年度

（相談総数－長期相談件数）／相
談総数

100.00

－

H27 年度－

24.00

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

H27

5,463

50.00

年度

年度

H27

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

受益者負担を検証している

240

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

たかみや人権会館担当部課

作成者氏名

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

－

0.30

3,280

0826
（57）1330

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

たかみや人権会館

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
八島芳樹

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

野川　栄治

チェック

相談事業は、件数が多ければよいものではない。
利用するしないは、別として、平日の相談や延長相談により住
民側に立つと、選択肢があることはよいことだ。

相談内容が多岐にわたっり、長期に取り組む案件もある。
コスト削減のため、相談事業を申込み方式に変更した。相談状
況、内容を確認しながら、やり方について、検討する必要あ
り。

地域改善事業（隣保館運営事業）に基づいて事業実施。
相談者が、気楽に来館できる雰囲気づくりが必要。
関係機関や団体との連携を密にする。
同和問題に対する正しい認識と理解が必要。
相談内容の多様化に対応するための職員研修が必要。

○

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

50.00

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

×

×

備考欄（留意事項）

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

240 たかみや人権会館（総合相談事業(高宮)）.xls



年 月 ～ 年 月

（ ）

（ ）

（ ）

円 円 円

円 円 円

（ ）

円 円 円

円 円 円

●

円 円 円

円 円 円

単位あたりコストを削減することはできない

事務事業の計画段階から市民参画を得る手段をとっている

○

○

備考欄（留意事項）

広報紙
人権団体との連携
人権擁護委員による特設人権相談所の開設

○

款 3

国や県と重複のない事務事業である

1

65.00

野川　栄治

チェック

専門機関に相談する件数は減少している。
相談者のニーズに応えるには専門的な知識や資格・技術が必
要。
相談内容に部落差別が起因している案件もあり、問題を整理し
て関係機関と連携して対処する。
人権相談員の活動を広げ効率を高める。
悩みを聞くだけでも不安を取り除く効果がある。

相談者が気軽に来館できる雰囲気づくり。
同和問題の科学的認識と理解が必要。
地域の相互扶助の関係が崩壊し、近所に相談しにくい、相談で
きる人がいないなど、自助解決能力が低下している。
多様な市民生活により、個人的な悩み・心配ごと・苦情など増
加傾向にある。
人権相談員を配置して総合相談を行っている。

事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ事　務　事　業　Ｃ　Ｄ

会計名

安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート安芸高田市　事務事業評価シート

利用者、対象者の増減に迅速に対応できている7

電話
玉本賢壮

市民のニーズを的確に把握している

市民のニーズが適正に反映されている

妥
当
性

－

0.25

2,044

0826
（45）4922

1 国や他市と比較し、事務事業の対象は適正である

甲田人権会館

効果を向上させる観点からは、現状の実施方法が最適である

他の団体等を活用すると公平性や守秘義務に問題がある

他の団体等を活用してもメリットが大きくならない

人件費を削減しても、コストを削減することはできない

緊急性が高い又は継続する必要性が高い事業である

他の事務事業と統合できない事務事業である

社会環境の変化に対応しているか実施内容の検証をしている

他の自治体を参考にし、実施内容の検証をしている

規則や要綱等に基づいて、適正に業務の処理ができている

コストを削減させる観点からは、現状の実施方法が最適である

市以外が実施主体になりえない事務事業である

民生費

社会福祉費

甲田人権会館担当部課

作成者氏名

受益者負担を検証している

241

事務事業の評価（Check）

平成２５年度事務事業

事務事業の概要（Plan）

改善項目

①

②

主務課長氏名

改善により予算要求額変更内容

課題解決のための改善内容及び予算への反映

今年度までに実施した改善内容 解決できていない課題

③

3,120

65.00

年度

年度

H27

継続する

休止、廃止をする他事業と統合する
資源配分の方向性

予算（大事業）名

完了した

縮小して継続する

年度

（相談件数Ü長期相談件数）�相
談総数

100.00

－

H27 年度－

105.56%

16.00

優先的に継続する

備 考
（指標の計算方法、算式等）

年度

指導員・相談員連絡会　全隣協中
国ブロック研修会　広島県隣保館
連絡協議会研修会　人権啓発講座

目標値
（目標年度）

25,933.33

18.00

24年度 25年度

16.00

19.00

386,850

20,360.53

1,000.00

65.00

－

100.00 100.00

100.00 100.00

－

一般財源等

時間外勤務手当 千円

24年度

－

－

2,435,400

1,544.322,093.44

1,577.00

計画値

コ ス ト

計画値

22.00

合計

人

指　標　名　等

2,612

必要人員

3,688

115.03%

－

11,467.31

実績値

単位当たりコスト③

実績値
相談員研修回数

対　前　年　比

回

一般相談件数
1,000.00

地域巡回相談件数

－

実績値

計画値

事務事業の推進過程では環境（エコ）への配慮をしている

職員の能力開発のための対策は十分になされている

目的が達成できるような事務事業の内容である今後の計画値
（計画年度）

専門性をもった人材を活用できている

コ ス ト 366,100

26.00

一般財源等

2,870,100

合計

5.00

25年度

26.00

298,150

－

1,000.00

効
率
性

受益者負担

有
効
性

×

○

成果指標の実績値が前年度と比較して向上した ○

○

－

100.00% －

14,080.77

16.0014.00

計画値

－

計画値

実績値

軽微な相談もあるが一人の相談内容が多岐にわたっており解決できることと解決できないこともあ
る。   相談者の悩みを聞いてあげるだけでも「気持ちが楽になった」と相談者は満足される。

－

－

100.00

人

千円

H271,371.00

0.25

単位当たりコスト①

466,800

26年度

人

千円

1,000.00 電話・訪問・来館相談件数。生
活、健康、教育、育児、職業、経
営、その他助言指導

年度

65.00

H27実績値

1,231

2,485一般財源等

人件費 受益者負担受益者負担

備 考
（指標の計算方法、算式等）

コスト（千円）

一般会計

1,132

開設相談や訪宅相談を行い、悩みごとを聞きながら解決方法の助言や指導を行うことで早期解決を目指す。
各種研修会に参加し担当者の資質向上を目指す。

生活上の問題に悩みを持つ市民の来館相談、訪宅相談を行い解決方法の助言や悩みを取り除く。
相談しやすい館運営と職員・相談員の資質向上のため各種研修やケース会議を行う。
相談内容に応じて専門機関、関係機関と連携、協議を行う。

財源（千円）

 直接事業費 国県補助金等2,319 1,076

24年度 25年度

国県補助金等

人権会館費

人権会館管理運営費

対　　　象
（誰のために）

目　　　的
(対象をどのような
状態にしたいか)

悩みを持つ市民及び担当者。

コスト コスト（千円）

事務事業名

実施期間

総合計画
（基本計画）

体系

基本方針

1

総合相談事業（甲田）

7 昭和

内　　　容

国県補助金等

コ ス ト

単位当たりコスト②

事務事業実施にかかるコストと業績（Do）

26年度

直接事業費 2,449

人件費

活
動
・
結
果
指
標

単位

単位

件

単位

件

対　前　年　比

単位

対　前　年　比

　
　
成
果
指
標

単位

％

単位

指標化できない成果

計画値

実績値
相談対処率

指　標　名

－

単位 計画値

実績値

26年度

×

3,617

定期的に対象地域の高齢者等を巡
回訪問する。巡回訪問戸数１３戸
×２回＝２６戸

コスト（千円）

目標年度に目標を達成できそうである

財源（千円）

直接事業費

財源（千円）

人件費

○

○

○

○

○

○

×

×

Ü

○

○

○

○

○

○

○

合計

Ü

Ü

○

Ü

さまざまな場面で市民に対して参加の機会が提供されている ○

2,386

市
民
参
画

改善点や今後の取り組みの方向性（Action）

市民組織、ＮＰＯ、ボランティア等との協働ができている年度

事務事業の効果を適正に把握している

当初予定した実施項目が達成できた

成果指標について当初設定した計画値が達成できた

市民への情報提供を行っている

1,239

1,076

中事業

大事業

主な
関連

予算・
事業名

項

目
主要施策

801

チェック項目　【「はい（改善の必要なし）」なら○、
「いいえ（改善の必要あり）」なら×、「該当なし」は－　】

1.人権が大切にされる地域社会の創造

Ⅲ人と環境にやさしいまちづくり

昭和 58

施　 策 推進体制の整備
6

27 3

事務事業の目

的、対象、内

容を考えなが

ら目的妥当性

の評価を行っ

て下さい。

事務事業の目

的やその数値

目標である成

果指標などに

留意しながら

有効性の評価

を行って下さ

い。

事業単位当たり
コストなどに留
意しながら効率
性の評価を行っ
て下さい。

ｱｳﾄ
ﾌﾟｯﾄ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

ｱｳﾄ

ｶﾑ

ｲﾝﾌﾟｯﾄ

241 甲田人権会館（総合相談事業(甲田)）.xls


